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1 ．はじめに
　管理職の女性割合について、職場で話題に上
がることはありませんか。
　女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律（以下、女性活躍推進法という）に基づく
特定事業主行動計画が各自治体で策定・公表さ
れています。この計画の中で、管理職の女性割
合について数値目標を定めている自治体も多く
あります（多摩・島しょ地域では39自治体のう
ち27自治体が設定 1 ）。
　女性管理職の割合は、女性が活躍するための
様々な取組の目標の １ つとしてあるものですが、

「女性の活躍推進」の意味合いが薄れ「女性管
理職の増加」が目的であるような誤解を感じま
す。また、特定事業主行動計画自体もあまり職
員に認識されていないのではないでしょうか。
　女性活躍推進法は10年間の時限立法です。施
行から ５ 年が経過した今、改めて女性活躍推進
法及び特定事業主行動計画を取り上げ、私たち
自治体職員の働き方について考えるきっかけに
としたいと思います。

２ ．女性活躍推進法とは
　働く場面において女性が力を十分に発揮でき
ているとはいえない現状や、急速な人口減少局
面における将来の労働力不足の懸念や人材の多
様性の確保に対応するなど、女性の職業生活に
おける活躍の推進の必要性から、2015年に女性
活躍推進法が制定されました。
　これまで、男女共同参画社会基本法に基づく
男女共同参画基本計画において、2020年までに、
指導的地位に占める女性の割合を30％程度とす
る目標の達成に向けて対策を講じてきました。
女性活躍推進法はこの男女共同参画社会基本法

の実施法として成立したものです。女性労働者
に対する職業生活に関する機会の提供、職業生
活と家庭生活の両立に必要な環境の整備を基本
原則としています。

３ ．特定事業主行動計画とは
　女性活躍推進法では、働く場面で活躍したい
という希望を持つすべての女性が、その個性と
能力を十分に発揮できる社会を実現するため
に、女性の活躍推進に向けた数値目標を盛り込
んだ行動計画の策定・公表や、女性の職業生活
における活躍に関する情報の公表を事業主に義
務付けました。
　事業主は、国や地方公共団体を示す特定事業
主と、民間企業等を示す一般事業主に分けられ
ます。特定事業主行動計画は、女性活躍推進法
第19条に基づいた行動計画です。

図表　特定事業主行動計画の策定に当たっての基本的な考え方

女性活躍のために取り組むべき課題 

○長時間勤務の是正などの働き方改革 
○性別に関わりない職務の機会付与と適切な評価に基
づく登用 

○男性の家庭生活（家事・育児等）への参加促進 

目指すべき職場の姿 
 
○性別による固定的役割分担意識の打破 
○これまでの労働慣行の変革 
⇒持続可能な組織運営（人材確保） 

↓

キャリア形成の観点に立った両立支援

↓

＜出典＞女性活躍推進法特定事業主行動計画の策定等に関するガ
イドブック 2 より筆者抜粋
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　図表の基本的な考え方に基づき、女性の活躍
状況の把握、分析を踏まえ、計画期間、数値目
標、取組内容とその実施時期等を盛り込むこと
とされています。
　女性職員の登用は女性の活躍の進捗状況を示
す最も端的な指標であり、特定事業主行動計画
の中では数値目標として設定されることも多く、
ロールモデルの共有、キャリア支援、意見交換
会等の実施、職場復帰制度やメンター制など、目
標に向けての様々な取組内容も示されています。
　例えば、静岡県富士市では女性職員キャリア
アップサポート講座を実施しています。この講
座は、女性主査職（一般職層）を対象とした ２
日間の研修で、キャリアデザインや意識改革、
リーダーに求められる能力育成、職員同士のネ
ットワークづくりを目的に実施されています。
研修は副市長による講話（応援メッセージ）か
ら始まり、ロールモデルとなる先輩女性職員と
のグループワークや、外部講師によるキャリア
形成講座を取り入れ、自分の今までの振り返り
とこれからを考える機会を提供しています。

４ ．「職員」が力を発揮する
（1）女性活躍の必要性
　2020年までに指導的地位に占める女性の割合
を30％程度とする男女共同参画基本計画の目標
は達成されず、2020年代の早い時期と先送りに
なりました。世界経済フォーラムが公表した「ジ
ェンダー・ギャップ指数2020」では、日本は153
か国中121位と、下位に位置しています。SDGs
においてもゴール ５ 「ジェンダー平等を実現しよ
う」が掲げられており、政府が策定したSDGs実
施指針においても、2019年の改定の際にジェン
ダー平等の実現が優先課題に追加されています。
　また、意思決定過程に女性の参画割合が少な
いことにより女性のニーズが反映されず、災害
時に必要な支援が提供できないといった事例も
あることから、女性にとって暮らしやすい社会
の実現に、女性の視点が圧倒的に少ないと言わ
れており、行政運営には多様な視点を取り入れ
ていくことが重要ではないでしょうか。

（2）環境整備と意識付け
　独立行政法人国立女性教育会館が実施した民
間企業に正規職員として入社した男女を入社 １ 年
目から ５ 年目まで追跡したパネル調査 3では、男
女ともに「リーダーには男性の方が向いている」
を否定する傾向がありますが、女性の管理職志向
は男性より低い結果となっています。管理職志向
がない女性は、管理職志向がある女性に比べて「上
司の育成熱意（上司はあなたの育成に熱心であ
る）」「職場の期待（職場では自分は期待されてい
る）」「仕事の将来性（将来のキャリアにつながる
仕事をしている）」に対する評価が低い結果とな
っています。この結果から、採用当初からの育成
環境の整備、上司や本人に対するキャリアデザイ
ンへの意識付けが必要ということが分かります。
（3）「女性職員」だけの話ではない
　図表の基本的な考え方にあるように、目指す
べき職場の姿は「持続可能な組織運営」です。
そのためには職員数が減少し、一人ひとりに求
められるものが増える状況においても、育児や
介護等職員が抱える事情にも対応した多様な働
き方が必要となります。女性職員が働きやすい
職場は、結果として職員全体が働きやすい職場
となり、職員が力を発揮できる職場となるので
はないでしょうか。

５ ．おわりに
　本稿では、女性活躍推進法や特定事業主行動
計画について解説しました。
　本稿が、ご自身の自治体の特定事業主行動計
画の内容を改めて確認し、自分の働き方、働き
やすい環境について考えるきっかけになれば幸
いです。
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